
宮崎県告示第 212号

障害者自立支援法（平成17年法律第 123号）第54条第２項の規定

により、育成医療及び更生医療を行う指定自立支援医療機関を次の

とおり指定した。

平成22年４月５日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県告示第 213号

公有水面埋立法（大正10年法律第57号）第22条第１項の規定によ

り、次のとおり公有水面埋立ての竣功認可をした。

平成22年４月５日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 竣功認可年月日及び番号

平成22年３月26日

シレイ26750-292

２ 竣功認可を受けた者の名称及び住所並びに代表者の氏名

宮崎県

宮崎市橘通東２丁目10番１号

宮崎県知事 東国原 英夫

３ 埋立区域

茨 位置

延岡市島浦町字宇津木６番３、６番４、 877番の地先公有水

面

芋 区域

別表の各地点を順次に結んだ線及び１の地点と14の地点とを

結んだ線により囲まれた区域

鰯 面積

1,016.61㎡

４ 埋立ての免許の年月日及び番号

平成19年11月５日 シレイ26750-262

５ 関係図書を閲覧することができる市町村名

延岡市

別表
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告告 示示

指 定
年月日

担当する医療
の種類

所在地名 称

平成22年
４月１日

薬局日南市上平野調剤薬局

地 点 の 位 置地点

島野浦漁港北防波堤灯台（北緯32度40分06.3秒、

東経 131度48分34.8秒）から

１の地点

279.78mの地点

1.92mの地点

4.13mの地点

15.29mの地点

30.12mの地点

1.52mの地点

15.76mの地点

3.58mの地点

18.99mの地点

12.05mの地点

21.50mの地点

14.98mの地点

8.43mの地点

1.70mの地点

91度39分48秒

138度39分14秒

86度05分04秒

138度17分25秒

191度34分31秒

176度13分43秒

266度47分06秒

356度42分21秒

266度43分53秒

356度51分51秒

86度44分39秒

356度44分51秒

266度47分44秒

356度57分57秒

１の地点から

２の地点から

３の地点から

４の地点から

５の地点から

６の地点から

７の地点から

８の地点から

９の地点から

10の地点から

11の地点から

12の地点から

13の地点から

２の地点

３の地点

４の地点

５の地点

６の地点

７の地点

８の地点

９の地点

10の地点

11の地点

12の地点

13の地点

14の地点
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宮崎県告示第 214号

急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和44年法律第

57号）第３条第１項の規定により、次の区域を急傾斜地崩壊危険区

域に指定する。

平成22年４月５日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 釈迦尾ヶ野第３地区

茨 区域の表示

次に掲げる土地に存する標柱１号から６号までを順次結んだ

線及び標柱１号と６号を結んだ線により囲まれた土地の区域

芋 標柱の表示

宮崎県告示第 215号

都市計画法（昭和43年法律第 100号）第21条第２項において準用

する同法第18条第１項の規定により、次のとおり都市計画を変更し

た。

なお、関係図書は、宮崎県県土整備部都市計画課、宮崎県日南土

木事務所及び日南市建設部建設課において公衆の縦覧に供する。

平成22年４月５日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 都市計画の種類及び名称

日南都市計画臨港地区 油津港臨港地区

２ 都市計画を変更した土地の区域

日南市油津３丁目の一部

測量法（昭和24年法律第 188号）第39条において準用する同法第

14条第２項の規定により、平成22年宮崎県公報第2159号により公告

した公共測量（航空レーザ測量 治山事業計画）が平成22年３月10

日終了した旨、九州森林管理局長から通知があった。

平成22年４月５日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県人事委員会告示第２号

宮崎県個人情報保護条例（平成14年宮崎県条例第41号）第26条第

１項の規定により、口頭により開示請求をすることができる保有個

人情報を次のとおり定め、平成22年４月５日以降に実施する試験か

ら適用する。

なお、口頭により開示請求をすることができる保有個人情報（平

成18年宮崎県人事委員会告示第２号）は廃止する。

平成22年４月５日

宮崎県人事委員会委員長 黒 木 奉 武

宮崎県教育委員会告示第６号

宮崎県文化財保護条例（昭和31年宮崎県条例第15号）第21条第７

項の規定により、次の表に掲げる県指定無形文化財の指定は、平成

22年１月24日に解除された。

平成22年４月５日

宮崎県教育委員会委員長 近 藤 好 子

宮崎県選挙管理委員会告示第32号

地方自治法（昭和22年法律第67号）第74条第１項及び第75条第１

項に規定する選挙権を有する者の総数の50分の１の数並びに同法第

76条第１項、第81条第１項及び第86条第１項並びに地方教育行政の

組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第 162号）第８条第１項

に規定する選挙権を有する者の総数の３分の１の数（その総数が40

万を超える場合にあつては、その超える数に６分の１を乗じて得た

数と40万に３分の１を乗じて得た数とを合算して得た数）は、平成

22年３月22日現在次のとおりである。

平成22年４月５日

標 柱 の 存 す る 土 地標柱番号

日南市大字星倉字東村5958番地先道路敷1

〃 〃 〃 5956番２地先道路敷2

〃 〃 〃 5956番１3

〃 〃 〃 5937番２4

〃 〃 〃 5936番３5

〃 〃 〃 5935番５6

公公 告告

人事委員会告人事委員会告示示

口頭により

開示請求を

することが

できる場所

口頭により

開示請求を

することが

できる期間

口頭により開示請求をすることがで

きる保有個人情報の内容

開示する内容試験等の名称

人事委員会

事務局

合格発表の

日（警察官

採用試験に

おける体力

検査受検等

該当者発表

の日を含む

。）から起

算して６月

試験種目別得点及び

総合順位（警察官採

用試験における体力

検査受検等非該当者

については、教養試

験得点及び順位）

※ 第１次試験の結

果については、不

合格者に係るもの

に限る。

人事委員会が

実施する採用

試験（身体障

がい者を対象

とする職員採

用選考試験を

含む。）

備考

口頭により開示請求をすることができる期間の例外

警察官採用共同試験において、本県を第１志望とし他都府

県を第２志望とする本県第１次試験不合格者が、試験結果に

ついて口頭により開示請求をすることができる期間は、第２

志望先の最終合格発表日（第２志望先の第１次試験不合格者

の場合は第２志望先の第１次試験合格発表日）から本県第１

次試験結果の開示期間が終了する日までとする。

教育委員会告教育委員会告示示

保持者住所保 持 者名 称種 別

延岡市山下町３

丁目4082番地

永田法順日向盲僧琵琶県指定無

形文化財

選挙管理委員会告選挙管理委員会告示示
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宮崎県選挙管理委員会委員長 川 崎 浩 康

選挙権を有する者の総数の50分の１の数 18,726人

選挙権を有する者の総数の３分の１の数（その総数が40万を超え

る場合にあつては、その超える数に６分の１を乗じて得た数と40万

に３分の１を乗じて得た数とを合算して得た数） 222,715人

宮崎県選挙管理委員会告示第33号

地方自治法（昭和22年法律第67号）第80条第１項に規定する選挙

権を有する者の総数の３分の１の数（その総数が40万を超える場合

にあつては、その超える数に６分の１を乗じて得た数と40万に３分

の１を乗じて得た数とを合算して得た数）は、平成22年３月22日現

在次のとおりである。

平成22年４月５日

宮崎県選挙管理委員会委員長 川 崎 浩 康

西都市（児湯郡西米良村の区域を含む。）選挙区 9,633人

宮崎県選挙管理委員会告示第34号

政治資金規正法（昭和23年法律第 194号）第６条第１項及び第７

条並びに第17条第１項の規定により、政党その他の政治団体から設

立及び異動並びに解散の届出があったので、同法第７条の２第１項

及び第17条第３項の規定により、次のとおり告示する。

平成22年４月５日

宮崎県選挙管理委員会委員長 川 崎 浩 康

１ 設立届

○その他の政治団体

届出年月日主たる事務所の所在地会計責任者の氏名代表者の氏名政治団体の名称

平成22年２月１日
東臼杵郡門川町宮ヶ原２丁目 134番地
１

森 啓 子太 田 孝 志森誠一後援会

平成22年２月１日東臼杵郡門川町加草５−30早 瀬 陽 子高 橋 清 見町民主権の町政をめざす会

平成22年２月３日日南市大字東弁分甲 841徳 地 隆 一西 正 明長友昭三郎後援会

平成22年２月12日東臼杵郡門川町加草1330富 田 英 宣請 関 義 人請関義人後援会

平成22年２月18日宮崎市大塚町宮田2906番地１平 野 均熊瀬川 大くませがわ大後援会

平成22年２月22日西都市大字三納9674番地恒 吉 政 憲恒 吉 政 憲恒吉政憲を育てる会

○その他の政治団体（法第19条の７第１項第１号及び第２号に係る国会議員関係政治団体）

届出年月日公職の種類主たる事務所の所在地会計責任者の氏名代表者の氏名政治団体の名称

平成22年２月１日
衆議院議員
（候補者等）

宮崎市江平西１−１−32
ハイシティーアラジンビル 201

横 井 英 紀渡 辺 創渡辺創後援会

２ 異動届

○政党

届出年月日異 動 前異 動 後異 動 事 項政治団体の名称

平成22年２月５日

宮崎市田野町乙9402−２宮崎市田野町甲5580−１主たる事務所の所在地

自由民主党田野支部 平 野 安 志鍋 倉 利 幸代 表 者

川 越 重 行永 井 平会 計 責 任 者

○その他の政治団体

届出年月日異 動 前異 動 後異 動 事 項政治団体の名称

平成22年２月１日松 葉 虎 雄河 野 格 之 丞代 表 者松葉通明後援会

平成22年２月３日
宮崎市広島２−12−17
東海第一ビル４Ｆ

宮崎市川原町５番10号
ミネックス川原10Ｆ

主たる事務所の所在地東国原英夫後援会

平成22年２月３日
宮崎市広島２−12−17
東海第一ビル４Ｆ

宮崎市川原町５番10号
ミネックス川原10Ｆ

主たる事務所の所在地21世紀宮崎改新の会

平成22年２月８日
日向市日知屋12002−２

日向市向江町１−29愛ビ
ル１−C号

主たる事務所の所在地
西村さとし後援会

西 村 望藤 本 奈 保会 計 責 任 者

平成22年２月12日箕 輪 雪 美有 田 浩 一会 計 責 任 者幸福実現党延岡後援会

平成22年２月16日
東臼杵郡美郷町西郷区
田代1903番地

東臼杵郡美郷町西郷区
田代8335番地２

主たる事務所の所在地尾畑英幸後援会
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平成22年２月22日

戸 正 政 経 会と じ き 政 経 会政 治 団 体 の 名 称

とじき政経会 宮崎市佐土原町大字
下田島 11941番地５

宮崎市旭２丁目１−25
陸屋第８ビル５F

主たる事務所の所在地

３ 解散届

○その他の政治団体

届出年月日主たる事務所の所在地会計責任者の氏名代表者の氏名政治団体の名称

平成22年２月３日日南市吾田東９丁目１−28−１坂 元 久美枝橋 前 孝 次新市の将来を考える会

平成22年２月５日えびの市大字浦 282稲 田 優田 口 正 英田口正英後援会

平成22年２月３日宮崎市佐土原町下那珂4518− 170河 野 仁 美河 野 美恵子恵政会

平成22年２月15日児湯郡高鍋町9993番地宇治橋 敦 夫岩 坂 重 男政幸会

平成22年２月18日都城市乙房町1601−16益 留 道 雄益 留 孝 行益留道雄後援会

平成22年２月18日児湯郡新富町大字下富田3208−１川 越 俊 宏森 本 廣川越俊宏後援会

平成22年２月23日東諸県郡国富町大字岩知野1128−４橋 元 繁渡 辺 良 政小笠原和夫後援会

平成22年２月26日都城市年見町６−１石 黒 清 子今 村 美 子今村美子後援会

平成22年２月26日えびの市大字水流 143冨岡務方冨 岡 ユ ミ白 坂 安冨岡務後援会

宮崎県選挙管理委員会告示第35号

政治資金規正法（昭和23年法律第 194号）第17条第１項の規定に

より、解散した政治団体の代表者及び会計責任者から提出された収

入及び支出に関する報告書の要旨は、次のとおりである。

平成22年４月５日

宮崎県選挙管理委員会委員長 川 崎 浩 康

（その他の政治団体）

政治団体の名称 新市の将来を考える会

（平成21年分）

１ 収入・支出の総額

茨 収入総額 366,873円

ア 前年繰越額 0円

イ 本年収入額 366,873円

芋 支出総額 366,873円

２ 収入・支出の内訳

茨 収入の内訳

径 政治団体からの寄附 366,873円

合 計 366,873円

芋 支出の内訳

イ 政治活動費 366,873円

径 機関紙誌の発行その他の事業費 366,873円

合 計 366,873円

（平成22年分）

１ 収入・支出の総額

茨 収入総額 0円

ア 前年繰越額 0円

イ 本年収入額 0円

芋 支出総額 0円

政治団体の名称 田口正英後援会

（平成21年分）

１ 収入・支出の総額

茨 収入総額 420,000円

ア 前年繰越額 0円

イ 本年収入額 420,000円

芋 支出総額 360,671円

２ 収入・支出の内訳

茨 収入の内訳

径 政治団体からの寄附 420,000円

合 計 420,000円

芋 支出の内訳

ア 経常経費 59,171円

径 備品・消耗品費 26,586円

恵 事務所費 32,585円

イ 政治活動費 301,500円

契 組織活動費 301,500円

合 計 360,671円

政治団体の名称 恵政会

（平成21年分）

１ 収入・支出の総額

茨 収入総額 0円

ア 前年繰越額 0円

イ 本年収入額 0円

芋 支出総額 0円

政治団体の名称 政幸会

（平成21年分）

１ 収入・支出の総額

茨 収入総額 0円

ア 前年繰越額 0円

イ 本年収入額 0円

芋 支出総額 0円

政治団体の名称 益留道雄後援会
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（平成21年分）

１ 収入・支出の総額

茨 収入総額 109,882円

ア 前年繰越額 109,882円

イ 本年収入額 0円

芋 支出総額 109,882円

２ 収入・支出の内訳

芋 支出の内訳

ア 経常経費 109,882円

恵 事務所費 109,882円

合 計 109,882円

（平成22年分）

１ 収入・支出の総額

茨 収入総額 0円

ア 前年繰越額 0円

イ 本年収入額 0円

芋 支出総額 0円

政治団体の名称 川越俊宏後援会

（平成21年分）

１ 収入・支出の総額

茨 収入総額 0円

ア 前年繰越額 0円

イ 本年収入額 0円

芋 支出総額 0円

政治団体の名称 小笠原和夫後援会

（平成21年分）

１ 収入・支出の総額

茨 収入総額 185,358円

ア 前年繰越額 50,858円

イ 本年収入額 134,500円

芋 支出総額 179,097円

２ 収入・支出の内訳

茨 収入の内訳

ア 個人の負担する党費又は会費 64,500円

129人

イ 寄附 70,000円

契 個人からの寄附 70,000円

合 計 134,500円

芋 支出の内訳

イ 政治活動費 179,097円

契 組織活動費 179,097円

合 計 179,097円

政治団体の名称 今村美子後援会

（平成21年分）

１ 収入・支出の総額

茨 収入総額 1,612,101円

ア 前年繰越額 1,601,518円

イ 本年収入額 10,583円

芋 支出総額 0円

２ 収入・支出の内訳

茨 収入の内訳

イ 寄附 9,450円

径 政治団体からの寄附 9,450円

カ その他の収入 1,133円

合 計 10,583円

政治団体の名称 冨岡務後援会

（平成21年分）

１ 収入・支出の総額

茨 収入総額 0円

ア 前年繰越額 0円

イ 本年収入額 0円

芋 支出総額 0円

宮崎県選挙管理委員会告示第36号

政治資金規正法（昭和23年法律第 194号）第19条第２項及び同法

第19条第３項の規定により、資金管理団体の指定及び届出事項の異

動並びに取消の届出があったので、同法第19条の２第１項の規定に

より、次のとおり告示する。

平成22年４月５日

宮崎県選挙管理委員会委員長 川 崎 浩 康

１ 指定届

○その他の政治団体（法第19条の７第１項第１号及び第２号に係る国会議員関係政治団体）

届出年月日主たる事務所の所在地代表者の氏名資金管理団体の名称公職の種類届出者の氏名

平成22年２月１日
宮崎市江平西１−１−32
ハイシティーアラジンビル 201

渡 辺 創渡辺創後援会
参議院議員宮崎選
挙区（候補者）

渡 辺 創

２ 異動届

○その他の政治団体

届出年月日異 動 前異 動 後異 動 事 項資金管理団体の名称

平成22年２月８日佐土原町長（候補者）宮 崎 市 長公 職 の 種 類

とじき政経会
平成22年２月22日

戸 正 政 経 会と じ き 政 経 会政 治 団 体 の 名 称

宮崎市佐土原町大字
下田島 11941番地５

宮崎市旭２丁目１−25
陸屋第８ビル５Ｆ

主たる事務所の所在地

３ 取消届
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○その他の政治団体

届出年月日主たる事務所の所在地代表者の氏名資金管理団体の名称公職の種類届出者

平成22年２月３日宮崎市佐土原町下那珂4518− 170渡 辺 恵美子恵政会宮崎市議会議員河 野 恵美子

正正 誤誤

正誤行ページ

29８

正誤ページ

11

14,700 30,00014,700

第７節 自動車税

第84条の４ 削除

第７節 自動車税


	宮崎県公報　第2172号
	告示
	障害者自立支援法に基づく指定自立支援医療機 関（育成医療及び更生医療）の指定…（障害福祉課）１
	公有水面埋立ての竣功認可…（漁港漁場整備課）１
	急傾斜地崩壊危険区域の指定…（砂防課）２
	都市計画の変更…（都市計画課）２

	公告
	公共測量終了の通知…（管理課）２

	人事委員会告示
	口頭により開示請求をすることができる保有個人情報…２

	教育委員会告示
	宮崎県指定無形文化財の解除…２

	選挙管理委員会告示
	選挙権を有する者の総数の50分の１の数及び３分の１の数…２
	選挙区における選挙権を有する者の総数の３分の１の数…３
	政党その他の政治団体の設立及び異動並びに解散の届出…３
	解散した政治団体の収支報告書の要旨…４
	資金管理団体の指定及び異動並びに取消の届出…５

	正誤
	平成21年３月31日付け県公報（号外第25号）中…６
	平成22年３月11日付け県公報（第2165号）中…６



